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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第130期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第131期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第130期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（千円） 7,866,9255,315,53827,293,355

経常利益または経常損失（△）（千円） 782,181△157,804 932,685

四半期（当期）純利益または四半期純損失（△）（千円） 522,063△259,465 297,150

純資産額（千円） 17,849,82215,411,83015,327,229

総資産額（千円） 26,861,37322,355,18623,211,760

１株当たり純資産額（円） 760.58 783.91 779.60

１株当たり四半期（当期）純利益金額または四半期純損失金額

（△）（円）
22.27 △13.20 13.88

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） ― ― ―

自己資本比率（％） 66.4 68.9 66.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△192,740 356,0243,139,065

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△169,737△248,684△1,077,402

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
552,703△582,042△1,075,821

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 2,131,8992,442,3052,869,796

従業員数（人） 1,352 1,293 1,306

　（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含んでおりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、

また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,293(521)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 465 (311)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

産業用資材 3,489,171 62.6

スポーツ用品 605,001 66.2

合計 4,094,172 63.1

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　金額は販売価額によっております。

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円） 前年同四半期比（％） 受注残高（千円） 前年同四半期比（％）

産業用資材 3,550,388 63.4 1,266,955 65.7

スポーツ用品 1,235,963 74.0 150,111 31.8

物流 143,042 84.6 ― ―

合計 4,929,393 66.3 1,417,066 59.1

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２　上記金額には消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

        前年同四半期比（％）

産業用資材 3,737,360 65.3

スポーツ用品 1,435,135 72.6

物流 143,042 84.6

合計 5,315,538 67.5

　（注）１　セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売

実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

日東商事㈱ 805,409 10.2 499,800 9.4

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。
 
(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、在庫調整の底打ち感や政府の経済対策の効果等により急激

な景気悪化には歯止めがかかったものの、昨年からの世界的な金融危機による景気への影響は依然根強く残ってお

り、景気回復への道筋が見えないまま、非常に厳しい状況の中で推移いたしました。

　このような経済状況のもと当社グループ（当社及び連結子会社）は、海外拠点を含めた生産効率の強化及び販売

展開の構築、人件費等の圧縮、徹底的な経費削減及び不良率の低減を積極的に行いましたが、当第１四半期連結会計

期間の売上高は53億１千５百万円（前年同四半期比32.4％減）営業損失は１億７千７百万円（前年同四半期は営

業利益６億５千８百万円）、経常損失は１億５千７百万円（前年同四半期は経常利益７億８千２百万円）、四半期

純損失は２億５千９百万円（前年同四半期は四半期純利益５億２千２百万円）となりました。このうち、海外売上

高は13億４千８百万円（前年同四半期比36.1％減）で売上全体の25.3％を占めております。
 
　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①産業用資材

主力の工業用品部門は自動車メーカーの減産や在庫調整の影響を受け、前年に比べ大幅な減収減益となりまし

た。電気材料部門においては景気悪化の影響を受けたものの電力関係部品の需要が堅調に推移いたしましたが、

加工品部門、印刷材料部門及び制御機器部門につきましては各業界の市場低迷が大きく影響し、前年に比べ各々

減収減益となりました。

これらの結果、売上高は37億３千７百万円（前年同四半期比34.6％減）となり、営業損失は２億７千４百万円

（前年同四半期は営業利益３億６千６百万円）となりました。

②スポーツ用品

　アウトドア用品部門につきましては、消費者の低価格志向が依然根強く売り上げが大きく落ち込んだことによ

り、前年に比べ減収減益となりました。また、ゴルフ用カーボンシャフト部門においては、景気悪化の煽りを大き

く受けたことにより販売数が大きく落ち込み、前年に比べ減収減益となりました。

これらの結果、売上高は14億３千５百万円（前年同四半期比27.3％減）となり、営業利益は１億９千万円（前

年同四半期比52.7％減）となりました。

③物流

　物流部門では、景気低迷で荷主の出荷量が減少した影響を受け、前年に比べ減収減益となりました。

これらの結果、売上高は１億６千８百万円（前年同四半期比17.6％減）となり、営業利益は９百万円（前年同

四半期比55.5％減）となりました。
 
　所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

①日本

　主力の自動車部品関連製品部門をはじめとして、振動制御関連製品部門等の売上が減少し、またゴルフ用カーボ

ンシャフト部門において新製品の上市があったものの、市場悪化が大きく影響し、前年に比べ減収減益となりま

した。

　この結果、売上高は45億６千６百万円（前年同四半期比32.4％減）となり、営業損失は０百万円（前年同四半期

は営業利益６億７千２百万円）となりました。

②北米

　北米市場は、ゴルフ用カーボンシャフトの売上の減少が大きく、また、自動車部品関連製品部門や印刷用ブラン

ケット部門についても市場の不振が継続しており、前年に比べ減収減益となりました。

　この結果、売上高は７億３千６百万円（前年同四半期比43.0％減）となり、営業損失は４千５百万円（前年同四

半期は営業利益４千万円）となりました。

③アジア

アジアでは、ベトナム子会社における産業用資材での電力関係部品での需要が堅調に推移いたしましたが、ゴ

ルフ用カーボンシャフト関連での販売不振が依然根強く残ったため減収となりました。しかしながら、経費削減

の効果が収益に貢献したため増益となりました。

一方で中国子会社においては、産業用資材における減産や在庫調整の影響による落ち込みが続き、前年に比べ

減収減益となりました。

この結果、売上高は４億２千１百万円（前年同四半期比20.9％減）、営業損失は１千６百万円（前年同四半期

は営業利益５千８百万円）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前第１四半期連結会計

期間末に比べ３億１千万円増加し（前年同期比14.5％増）24億４千２百万円となりました。
 
　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が大幅に

減少し損失となりましたが、売上債権及び棚卸資産の減少による収入や法人税等の支払額の減少などにより、３

億５千６百万円の増加（前第１四半期連結会計期間は１億９千２百万円の減少）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産及び無形固定資産の

取得による支出の増加などにより、前第１四半期連結会計期間に比べ使用した資金が７千８百万円増加し（前年

同期比46.5％増）２億４千８百万円の減少となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金による収入や配当金の

支払額の減少などがありましたが、短期借入金の返済を進めたことなどにより、５億８千２百万円の減少（前第

１四半期連結会計期間は５億５千２百万円の増加）となりました。
 

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 
(4）研究開発活動

　　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億５千６百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
 
(5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境の中で、経営成績に重要な影響を与える要因は、原材料の高騰、為替動向、販売価

格の下落、急速な技術革新に対する対応、環境への配慮であります。

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、購買及び生産体制の効率化によるコストダウン、為替

管理の強化や生産・販売体制の見直し、技術開発への積極的な投資、環境負荷物質を使用しない製品の開発と供給

を進めております。

　今後の見通しといたしましては、原油を始めとする原材料の高騰や金融資本市場の混乱、米国経済の減速による円

高、さらには政局の混迷など、景気下振れが懸念されると思われます。

　このような状況のもと、当社グループは、原材料価格・為替の動向を注視しながら真のグローバル企業を目指し、

引き続き世界的規模での企業活動を続け、当社グループの企業価値を高めてまいります。

　

(6）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約及び貸出コミットメント契約

を締結しております。　

　

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　経営者の問題認識と今後の方針につきましては、（5）に記載のとおりであります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。

なお、第５ 経理の状況の（重要な後発事象）に記載のとおり、当社は平成21年７月29日開催の取締役会におい

て、事業再編に伴う新工場等の建設及び工場移転を決議いたしました。現段階において設備の新設及び除却等の計

画は未定となっております。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年８月12日）

上場金融商品取引
所名または登録認
可金融商品取引業
協会名

内容

普通株式 23,446,209 23,446,209
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数100株

計 23,446,209 23,446,209 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
―　 23,446,209 ―　 3,804,298 ―　 3,207,390

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　3,785,800 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　 19,641,100 196,411 ―

単元未満株式 普通株式　　　 19,309 ―
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 23,446,209 ― ―

総株主の議決権 ― 196,411 ―

（注）１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。

　　　２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式87株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名ま
たは名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

藤倉ゴム工業株式

会社

東京都品川区西五

反田２－11－20
3,785,800 ― 3,785,800 16.14

計 ― 3,785,800     ― 3,785,800 16.14

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 325 323 372

最低（円） 275 293 320

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,442,305 2,869,796

受取手形及び売掛金 5,820,325 6,476,262

商品及び製品 1,598,814 1,479,430

仕掛品 1,477,951 1,474,712

原材料及び貯蔵品 396,583 458,678

繰延税金資産 186,990 270,162

その他 484,349 407,893

貸倒引当金 △13,014 △20,803

流動資産合計 12,394,304 13,416,132

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,960,564 1,945,979

機械装置及び運搬具（純額） 2,839,408 2,872,002

土地 2,633,048 2,629,496

建設仮勘定 101,482 94,136

その他（純額） 330,354 359,310

有形固定資産合計 ※
 7,864,858

※
 7,900,925

無形固定資産 193,707 180,296

投資その他の資産 1,929,595 1,742,010

貸倒引当金 △27,279 △27,603

固定資産合計 9,960,881 9,795,628

資産合計 22,355,186 23,211,760

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,726,803 1,752,408

短期借入金 1,884,904 2,532,500

未払法人税等 39,815 142,987

賞与引当金 92,356 282,744

その他 936,047 1,139,972

流動負債合計 4,679,928 5,850,613

固定負債

長期借入金 1,224,328 1,065,625

繰延税金負債 380,829 306,105

退職給付引当金 501,691 505,632

その他 156,577 156,555

固定負債合計 2,263,427 2,033,917

負債合計 6,943,355 7,884,531
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,804,298 3,804,298

資本剰余金 3,230,719 3,230,719

利益剰余金 9,743,683 10,101,450

自己株式 △1,556,342 △1,556,330

株主資本合計 15,222,358 15,580,137

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 182,360 34,714

繰延ヘッジ損益 － △3,357

為替換算調整勘定 7,111 △284,264

評価・換算差額等合計 189,471 △252,907

純資産合計 15,411,830 15,327,229

負債純資産合計 22,355,186 23,211,760
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 7,866,925 5,315,538

売上原価 5,747,712 4,345,398

売上総利益 2,119,213 970,139

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 117,084 77,367

給料及び手当 465,374 405,163

賞与引当金繰入額 23,272 29,059

役員退職慰労引当金繰入額 1,172 －

退職給付費用 29,067 39,243

減価償却費 21,030 23,061

開発研究費 106,698 93,912

その他 697,189 479,754

販売費及び一般管理費合計 1,460,889 1,147,562

営業利益又は営業損失（△） 658,323 △177,422

営業外収益

受取利息 3,047 1,539

受取配当金 47,028 16,530

受取賃貸料 － 12,850

為替差益 72,230 8,758

その他 43,710 12,913

営業外収益合計 166,016 52,593

営業外費用

支払利息 8,598 8,784

賃貸収入原価 11,198 10,319

貸倒引当金繰入額 10,856 －

その他 11,506 13,872

営業外費用合計 42,159 32,975

経常利益又は経常損失（△） 782,181 △157,804

特別利益

投資有価証券売却益 3,201 －

貸倒引当金戻入額 236 2,591

特別利益合計 3,437 2,591

特別損失

投資有価証券評価損 － 2,418

特別損失合計 － 2,418

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

785,618 △157,632

法人税、住民税及び事業税 109,460 31,951

法人税等調整額 156,973 69,882

法人税等合計 266,434 101,833

少数株主損失（△） △2,879 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 522,063 △259,465
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

785,618 △157,632

減価償却費 311,613 301,357

貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,603 △9,732

賞与引当金の増減額（△は減少） △241,538 △190,387

退職給付引当金の増減額（△は減少） 20,078 45,857

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30,544 －

受取利息及び受取配当金 △50,075 △18,070

支払利息 8,598 8,784

為替差損益（△は益） △36,166 15,808

投資有価証券売却損益（△は益） △3,201 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 2,418

有形固定資産除却損 1,893 12

有形固定資産売却損益（△は益） － △89

売上債権の増減額（△は増加） △353,614 719,450

たな卸資産の増減額（△は増加） △457,176 △5,977

前払費用の増減額（△は増加） 5,555 △588

その他の流動資産の増減額（△は増加） △44,787 △27,220

仕入債務の増減額（△は減少） 205,117 △102,385

未払金の増減額（△は減少） 72,118 △195,266

未払費用の増減額（△は減少） △10,629 24,679

その他の流動負債の増減額（△は減少） 128,283 79,945

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,488 △11,806

その他の固定負債の増減額（△は減少） △74,085 2,896

その他の負債の増減額（△は減少） △59,703 △38,627

その他 6 －

小計 170,477 443,425

利息及び配当金の受取額 49,959 17,914

利息の支払額 △8,598 △8,786

法人税等の支払額 △404,578 △96,528

営業活動によるキャッシュ・フロー △192,740 356,024
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △183,826 △213,708

有形固定資産の売却による収入 1,050 225

無形固定資産の取得による支出 － △16,600

投資有価証券の取得による支出 △120 △28

投資有価証券の売却による収入 11,700 －

貸付けによる支出 △33,580 △19,101

貸付金の回収による収入 7,396 4,158

その他の支出 △1,743 △4,004

その他の収入 29,386 374

投資活動によるキャッシュ・フロー △169,737 △248,684

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 716,833 △773,512

長期借入れによる収入 － 292,289

自己株式の取得による支出 △17 △11

配当金の支払額 △164,113 △98,301

リース債務の返済による支出 － △2,507

財務活動によるキャッシュ・フロー 552,703 △582,042

現金及び現金同等物に係る換算差額 △60,664 47,212

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 129,560 △427,491

現金及び現金同等物の期首残高 2,002,338 2,869,796

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,131,899

※
 2,442,305
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　該当事項はありません。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めておりました「受取賃貸料」は、金銭的重

要性が増したため区分掲記しております。

なお、前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は13,316千円でありま

す。

 

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 固定資産の定率法に基づく減価償却費については、当第１四半期連結会計

期間を含む連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しており

ます。

２．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定にあたり、加味する

加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定しております。　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。

【追加情報】

　　　該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、22,017,174千円であ

ります。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、21,541,422千円であ

ります。　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,131,899千円

現金及び現金同等物   2,131,899千円　

 

現金及び預金勘定 2,442,305千円

現金及び現金同等物 2,442,305千円　
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１　発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　23,446,209株　

２　自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　 3,785,923株　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　

４　配当に関する事項

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 98,301 5  平成21年３月31日 平成21年６月29日利益剰余金

５　株主資本の金額の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日　至  平成20年６月30日）

 
産業用資材
（千円）

スポーツ用
品（千円）

物流
（千円）

計
（千円）

消去または全

社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 5,722,3731,975,559168,9927,866,925 ― 7,866,925

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
― ― 36,072 36,072(36,072) ―

計 5,722,3731,975,559205,0647,902,998(36,072)7,866,925

営業利益 366,967403,67320,490791,131(132,807)658,323

当第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年６月30日）

 
産業用資材
（千円）

スポーツ用
品（千円）

物流
（千円）

計
（千円）

消去または全

社（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 3,737,3601,435,135143,0425,315,538 ― 5,315,538

(2）セグメント間の内部売上高

または振替高
― ― 25,849 25,849(25,849) ―

計 3,737,3601,435,135168,8915,341,387(25,849)5,315,538

営業利益または

営業損失（△）
△274,108190,646 9,108△74,353(103,069)△177,422　

　（注）１　事業区分は、ゴム機能を生かした生産者向け製品の事業としての産業用資材事業、消費者向け製品の事業とし

てのスポーツ用品事業及び物流事業に区分しております。

２　各事業の主な製品

(1）産業用資材　　・・・・・　工業用精密ゴム部品・電気絶縁材料・電気接続材料・印刷用ブランケット・各

種加工品・各種ゴム引布

(2）スポーツ用品　・・・・・　シューズ、ウェアなどのアウトドア用品・ゴルフ用カーボンシャフト

(3）物流　　　　　・・・・・　物品の輸送及び保管

３　会計処理の方法の変更

  前第１四半期連結累計期間　

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1)に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。これによるセグメント情報に与える影響はありません。　

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2)に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微で

あります。

４　追加情報

　前第１四半期連結累計期間

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

追加情報に記載のとおり、法人税法の改正による法定耐用年数の変更を契機として耐用年数を見直し、当第

１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、既存の減価償却資産を含め機械装置の耐用年数を

10年から９年に変更しております。これにより営業利益は「産業用資材」が9,593千円減少しております。

　（返品調整引当金）

追加情報に記載のとおり、㈱キャラバンは返品実績率が低下したことにより、当第１四半期連結会計期間よ

り返品調整引当金は計上しておりません。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

５　連結会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、当該金額には消費税等は含まれておりません。
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【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自  平成20年４月１日　至  平成20年６月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去または全社

（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売

上高
6,324,8821,290,257251,7857,866,925 ― 7,866,925

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高
437,193 2,966 281,403721,563(721,563) ―

計 6,762,0751,293,224533,1898,588,489(721,563)7,866,925

営業利益 672,274 40,150 58,823 771,248(112,924)658,323

当第１四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日　至  平成21年６月30日）

 
日本
（千円）

北米
（千円）

アジア
（千円）

計
（千円）

消去または全社

（千円）

連結
（千円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売

上高
4,362,171734,733218,6335,315,538 ― 5,315,538

(2）セグメント間の内部

売上高または振替高
204,421 1,969 202,772409,164(409,164) ―

計 4,566,592736,703421,4065,724,702(409,164)5,315,538

営業損失 △653 △45,291△16,427△62,372(115,050)△177,422

　（注）１　国または地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する国

(1）北米　　・・・・・　アメリカ

(2）アジア　・・・・・　中国、ベトナム

３　会計処理の方法の変更

  前第１四半期連結累計期間　

　（棚卸資産の評価に関する会計基準）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(1)に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適

用しております。これによるセグメント情報に与える影響はありません。　

　（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．(2)に記載のとおり、当第１四半

期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対

応報告第18号　平成18年５月17日）を適用しております。これによるセグメント情報に与える影響は軽微で

あります。

４　追加情報

　前第１四半期連結累計期間

　（有形固定資産の耐用年数の変更）

追加情報に記載のとおり、法人税法の改正による法定耐用年数の変更を契機として耐用年数を見直し、当第

１四半期連結会計期間より、当社及び国内連結子会社は、既存の減価償却資産を含め機械装置の耐用年数を

10年から９年に変更しております。これにより「日本」の営業利益は9,593千円減少しております。

　（返品調整引当金）

追加情報に記載のとおり、㈱キャラバンは返品実績率が低下したことにより、当第１四半期連結会計期間よ

り返品調整引当金は計上しておりません。これによるセグメント情報に与える影響は軽微であります。

５　連結会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、当該金額には消費税等は含まれておりません。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 1,185,491 751,296 174,330 2,111,118

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 7,866,925

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
15.1 9.6 2.2 26.8

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 585,284 636,880 126,568 1,348,732

Ⅱ　連結売上高（千円） ― ― ― 5,315,538　

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
11.0 11.9 2.3 25.3

　（注）１　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。

２　国または地域の区分の方法及び各区分に属する主な国または地域

(1）国または地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

(2）各区分に属する主な国または地域

北米　　　　　・・・・・　アメリカ、カナダ

アジア　　　　・・・・・　中国、韓国

その他の地域　・・・・・　オランダ

３　連結会社の消費税等の会計処理は税抜方式によっているため、当該金額には消費税等は含まれておりません。

（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありま

せん。　

（デリバティブ取引関係）

　デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありませ

ん。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

藤倉ゴム工業株式会社(E01094)

四半期報告書

20/24



（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 783.91円 １株当たり純資産額 779.60円

２．１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 22.27円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 △13.20円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益または四半期純損失（△）（千円） 522,063 △259,465

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益または四半期純損失

（△）（千円）
522,063 △259,465

期中平均株式数（株） 23,444,718 19,660,313

（重要な後発事象）

　当社は、平成21年７月29日開催の取締役会において、事業再編に伴う新工場等の建設及び工場移転を決議いたし

ました。

１　事業再編の概要

当社は生産効率の向上、競争力の強化及び収益力の増強を進めることが不可欠であると判断し、生産拠点

再構築の一環として小高工場（仮称）及び技術センター（仮称）を建設し、設備の老朽化が進んでいる大宮

工場を移転・閉鎖する予定であります。

２　事業再編のスケジュール

小高工場（仮称）及び技術センター（仮称）の建設及び大宮工場の閉鎖時期につきましては、今後行政及

び労働組合等との調整を経ていきますが、小高工場（仮称）の完成は平成22年10月、技術センター（仮称）

の完成は平成23年１月、大宮工場の閉鎖につきましては平成23年３月をそれぞれ予定としております。

３　大宮工場跡地の活用について

未定となっております。

４　今期業績への影響

　平成22年３月期及び翌期の業績に与える影響額につきましては、精査中であります。　

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リースについて通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当

四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載し

ておりません。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年８月１１日

藤倉ゴム工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長  坂　　　隆　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 西 橋 久 仁 子　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤倉ゴム工業株

式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成２０年４月

１日から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤倉ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

藤倉ゴム工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 長  坂　　　隆　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗　原　　　学　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている藤倉ゴム工業株

式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、藤倉ゴム工業株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保

管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

藤倉ゴム工業株式会社(E01094)

四半期報告書

24/24


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	追加情報
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

